
新潟市公⺠館運営審議会
第1期 第1回目

令和7年7⽉17⽇（⽊）午前10時〜
クロスパルにいがた ４０２講座室
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新潟市
の

公⺠館
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公民館 業務説明

区内の公民館の統括・連絡調整

市内公民館の統括・連絡調整

公民館は、生涯学習社会にふさわしい地域づくりを目指して、さまざまな講座や研修
などを行うことで、生涯学習活動を奨励し、支援する施設です。
現在、市内には25の地区公民館と16の分館があります。

公民館分館 16館

地区公民館 17館

基幹公民館 ７館

中央公民館業務内容
• 事業の企画・実施
• 公民館活動協力員
• 青少年教育の推進及び
青少年健全育成

• 施設等の維持管理
• 公民館運営審議会
（中央公民館のみ）

貸館のみ・公⺠館職員の配置はありません
（⿊埼北部公⺠館除く）

• 各区公民館事業

• 家庭教育振興事業

• こども体験・ボランティア
活動振興事業

貸館

• 社会教育に関する
活動を行う団体

• 登録団体の利用可

• おおむね５人以上

• 政治・宗教・営利の

利用はできません

主催事業

3



新潟市の公民館について

令和７年度

職員数

•正職員 81人

•会計年度任用職員

68人

•合計 149人

Ｒ7.4.1現在

令和６年度

主催事業実績

• 講座数

664講座

• 延べ参加者

195,898人

令和６年度

貸館実績

• 利用団体数

3,395団体

• 延べ利用者数

533,508人
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新潟市公⺠館運営審議会
について
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新潟市公⺠館運営審議会について

•公⺠館運営審議会とは
社会教育法 第29条
第１項 公⺠館に公⺠館運営審議会を置くことができる。
第２項 公⺠館運営審議会は、館⻑の諮問に応じ、公⺠館における

各種の事業の企画実施につき調査審議するものとする。

公⺠館の設置及び運営に関する基準 第7条
公⺠館の設置者は、社会教育法第29条第1項に規定する公⺠館運営

審議会を置く等の方法により、地域の実情に応じ、地域住⺠の意向を
適切に反映した公⺠館の運営がなされるよう努めるものとする。
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新潟市公⺠館条例 第10条
第１項 社会教育法第29条第１項の規定に基づき、新潟市中央

公⺠館に新潟市公⺠館運営審議会を置く。
第２項 公⺠館運営審議会の委員は、次に掲げる者のうちから

委嘱する。
(１) 学校教育及び社会教育の関係者
(２) 家庭教育の向上に資する活動を⾏う者
(３) 学識経験のある者
(４) 市内に住所を有する者

第３項 公⺠館運営審議会は、12名以内の委員をもつて組織する。
委員の任期は、２年とする。ただし、補⽋委員の任期は、
前任者の残任期間とする。

7



新潟市の公民館事業を審議区内の公民館事業を審議

公民館

運営審議会 × ８区

【公⺠館運営審議会】
「区の視点」から「全市的な視点」へ

地域の意見を活かしながら、市全体の方針に基づいた取り組みへ

一本化

地域の課題解決のために、
公⺠館活動協⼒員の意⾒を
公⺠館運営審議会で活かす

いままで これから

新潟市

公民館運営審議会

地域の意⾒が反映されやすい
市の政策が反映しにくい

市全体の方向性を共有できる
地域の課題が見えにくくなる
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公⺠館活動協⼒員とは
～地域のニーズを把握しながら公民館事業の企画、運営に協力～

これまで活動協力員からもらった意見は、その公民館のみで活用してきました。

今後はそれらを区ごとに集約して、新潟市公民館運営審議会における審議に反映さ

せていきます。また、その審議内容を各公民館及び活動協力員にフィードバックす

ることで、全市的な視点を持ちながら各地域の実情に合わせた事業を展開し、公民

館事業の充実や地域活性化につなげていきます。

公民館

公民館活動協力員について

●配置 ２５館（分館以外）
●人数 ５～７人／館 合計149人（Ｒ7.4現在）
●職務
(１) 公民館の事業に関して意見を述べること。
(２) 地域課題を把握し、地域に密着した事業に

資すること。
(３) 公民館事業の企画及び運営に協力すること。

運営審議会に

反映

地域に

反映

活動協力員の

意見

これから↑
いままで↓
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年間予定

５月

全２５公民館

活動協力員会議

6月

８区基幹公民館

意見を集約

７月17日

第１回審議会

R7年度事業計画

10月予定

第２回審議会

家庭教育について

11月予定

第3回審議会

地域連携について

R8年2月予定

第4回審議会

R7年度事業報告

R8年3月までに

全25公民館

活動協力員会議

令和7年度 公民館運営審議会について

令和7年度の公民館運営審議会は、公民館事業の取り組みについて活動協力員
の意見も交えて検討します。

• 審議の結果は、基幹公民館から地区公民館へ報告し事業に反映していきます。

• 活動協力員には、地区公民館から活動の際に報告します。 10



活動協力員会議の概要

内容 備考
開催時期 4月～5月 ・ 2月～3月（予定）

出席者 公民館職員と活動協力員

議事 • 年間事業計画（報告）を説明

• 運営審議会で取り扱う事業の地域の課題と公民館の取組について
公民館職員と活動協力員で意見交換

テーマ 「家庭教育」・「地域連携」 運審 第2・3回目資料

• その他の意見交換 公民館の取組など

アンケート • 「活動協力員アンケート」を回収 運審 第1回目資料

• 公民館活動協力員会議とは？

公民館事業について、地域に密着したものになるよう 意見を述べる会議です。

活動協力員の皆さんの意見を取り まとめ、 公民館運営審議会の基礎資料とします。
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アンケートと関連する
「にいがた学びのコンパス」
基本施策11 家庭教育
基本施策6 こどもの居場所

基本施策10 郷土の歴史・魅力
基本施策1 ボランティア
基本施策9 地域連携
基本施策9 学校連携

アンケートと関連する
新潟市総合計画2030

分野６ 安心・安全
分野４ 健康・福祉

分野１ 市⺠活躍
分野３ 子育て・教育
分野１市⺠活躍（分野５産業・交流）
分野１市⺠活躍（分野３子育て・教育）

公⺠館は、地域の皆さまと協力し
ながら、魅力あるまちづくりを進め
ていく取組として、活動協力員にア
ンケートを実施しました。
地域の声をしっかりと聴き、それ

を今後の運営審議会や事業の方針に
活かしていくことが目的です。

質問は大きく分けて2つ

質問１は、「にいがた学びのコンパ
ス」の基本施策を視野に⼊れ、公⺠
館の取組と関連した質問です。

質問２は、こどもたちが新潟市に愛
着をもち続け、大人になっても住み
続けてもらうために公⺠館が果たす
役割について意識した質問です。防
災・健康・市⺠活動と幅広い分野に
ついて、「新潟市総合計画2030」と
関連した質問となっています。
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１家庭教育
16%

２居場所・体験
22%

３次世代へ継承
13%

４ボランティア
12%

５地域と連携
20%

６学校と連携
17%

質問１ 必要な取り組み

１防災
18%

2活気ある地
域
14%

３地域リーダー
11%４若者

11%

５住み続けたい
24%

６成⻑する地域
22%

質問２ 将来に向けて

活動協力員アンケート（結果）

n=403 n=398
「質問１」からは、活動協力員の回答は大きな偏
りがなく、すべての項目に一定の関心が示されま
した。公⺠館としては、各分野にバランスよく取
り組むことが求められています。

「質問２」からは、「住み続けたい地域」や「成
⻑する地域」が上位となり、地域全体の将来像を
重視する意識がうかがえます。
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新潟市の取り組み
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「新潟市総合計画2030（ニーゼロサンゼロ）」
は新潟市における最上位計画であり、新潟市の
まちづくりの理念や目指す都市像、そしてそれ
らを実現するための「重点戦略」を記載してい
ます。
新潟市はこの新たな総合計画のもとで、明るい
未来に向かって力強く進んでいきます。
目指す都市像「田園の恵みを感じながら心豊か
に暮らせる日本海拠点都市」を実現するために
は、市⺠の皆さまのご協⼒が⽋かせません。市
⺠の笑顔があふれる新潟市をぜひ一緒に創って
いきましょう！
（新潟市総合計画２０３０HPより）

新潟市総合計画2030
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課題
人口減少

人口減少
対策
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地域にかかわる部分（抜粋）

教育にかかわる政策（抜粋）
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生涯学習
社会教育
の施策
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公⺠館の取り組み
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新潟市の教育が目指す人間像
「しなやかに 世界と未来を 創る人」

と
４つの基本方針

20



１４の基本施策
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公⺠館が担う５つの基本施策
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№ 基本施策 概要

１
生涯学び続け、学 びをいか
し活躍で きる機会の充実と
支援

 市⺠の主体的な学習活動を推進するため、様々な関係機関と連携しながら、時代や社会
の変 化、市⺠の学習ニーズに応じた多様な学習機会の提供を効果的に進めます。

 市⺠が生涯を通して学習した成果を⼈づくりや地域づくりにいかす循環型生涯学習の推
進に⼀ 層⼒を⼊れていきます。

５ ⼈権を尊重し、多様性を
認め合う心の育成

 市⺠がともに生きる喜びや幸せな生活が実感できるように、性別、世代、障がいの有無、
国籍、習慣、⽂化、考え方など、⼈にはそれぞれ違いがあることを理解し、互いの権利
を尊重する教育を推進します。

６
誰⼀⼈取り残さない、⼀⼈⼀
⼈の可能性を 引き出す教育
の推進

 自らの可能性を発揮しながら学び育つことができるよう、⼀⼈⼀⼈の個性を尊重し、多
様な教育的ニーズに応じた教育環境の整備を進めます。

 心の⼩さなSOSを⾒逃さず、全ての児童生徒が安心して学びに向かうことができる環境
づくり を進めます。

９ 地域、学校、⺠間企業、家庭
の連携・ 協働の推進

 「地域とともにある学校」を目指し、地域と学校が共通の目標をもって、学校、家庭、
地域、社会教育施設をつなぐネットワークづくりをさらに進め、協働して事業ができる
よう推進します。

 保護者や地域住⺠、地域のコミュニティ、関係機関や専⾨機関などと協働し、社会の変
化に応じた教育活動の改善を進めます。

 地域の専⾨的な技能や経験をもつ⼈材、企業等の協⼒により、地域の特⾊をいかした豊
かな体験活動や多様な学習機会の充実を図ります。

１１ 家庭教育の充実と子育て支援
の充実

 家庭の教育⼒の向上に向け、学校と家庭及び地域と家庭の連携を推進します。
 子育て中の保護者が安心して子育てをできるよう、家庭教育に関する学習の機会や悩み
を共有できる仲間づくりの支援などの充実を図ります。
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新潟市
公⺠館事業の
方向性について

新潟市
教育振興基本計画
〜にいがた学びのコンパス〜

新潟市総合計画
2030
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コロナ禍前
〜R１

コロナ禍
R2〜5

• ⽇常が少しずつ戻るが、変化も定着
• オンラインと対面のハイブリッド
（学校・仕事・買い物など）

• 衛生意識の高まり
• デジタル技術の進化
（Zoom、電子決済、AIなどの普及）

• 社会や人々の価値観が多様に
（健康・働き方を見直す動き）• 人との交流が自由

• 対面の学校や仕事が当たり前
• 海外旅行やイベントも活発

• 外出やイベントが制限
• オンライン授業
• リモートワークが普及
• マスクや消毒が⽇常に

コロナ禍後
R5〜

社会の変化

少子化・人口減少や高齢化、グローバル
化の進展と国際的な地位の低下、地球規
模の課題、子どもの貧困、格差の固定化
と再生産、地域間格差、社会のつながり
の希薄化など

従来の社会的課題
予測困難な時代
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公民館事業

生涯学習社会にふさ
わしい人づくり、地
域づくりを目指し、
市民の学習活動を奨
励し支援していくた
め、各種事業を展開
する。

家庭教育振興事業

保護者を対象に子育
て各期の講座の実施
や保護者が学校に集
まる機会に子育て学
習出前講座を開催す

る。＿＿

こども体験活動・ボラ
ンティア活動推進事業

こどもたちを地域全
体で育むため、体験
活動などを通して、
地域における多世代
交流を促す。＿＿＿
＿＿＿

５つの取組を支える３つの事業
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学校や地域コミュニティ協議会、社会福祉協議会等と連携しながら、
地域においての多世代交流促進や、地域への愛着醸成、地域課題
への意識啓発などを⾏います。

公⺠館事業費

ひとづくり
 教室・セミナー
芸術・調理・趣味・
語学・デジタル関連

地域づくり
 ご近所だんぎ
 地域の茶の間
 地域学

つながりづくり
 世代間交流ｲﾍﾞﾝﾄ
 文化祭・芸能祭
 コミ協共催事業

新潟市公民館の主な事業

学・社・⺠の融合
 出前講座
 インターン・職場体験
 防災講座

令和7年度 当初予算 4,338千円
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・安産教室
・乳児期
・幼児期
・児童期 家庭教育学級
・思春期
・子育て学習出前講座
・家庭教育講演会

など

出産前から思春期までの⼦どもの成⻑に合わせた⼦育てに関する
学習機会の提供や親同⼠の仲間づくりを推進し、家庭の教育⼒の
向上を図ります。

令和7年度 当初予算 6,789千円

家庭教育振興事業費
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⼟⽇や⻑期休業期間にこどもたちに様々な野外活動やものづくり等
の体験型事業を実施し、こどもたちの⾃⽴⼼や協調性、他⼈に対す
る思いやりの⼼を育み、こどもたちの健全育成を図ります。

講座内容（例）

体験 昔遊び、バックヤードツアー、キャンプ
ものづくり ラジオ工作、科学実験、料理教室
伝統文化 茶道、陶芸、書道、生花

こども体験活動・ボランティア推進事業

令和7年度 当初予算 973千円
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令和7年度 公民館事業以外の主な予算

• 歳入予算

公民館使用料 当初予算 32,012千円

行政財産使用料など 当初予算 1,959千円

雑入 当初予算 2,342千円

• 歳出予算

施設管理運営費 当初予算 276,739千円

施設の修繕、清掃・警備などの委託料、光熱水費等の経費。

地域住民に主体的な学びの場を提供し、生涯学習を支援します。
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①地域活動を担う人材・ボランティアの育成 108事業

②多様性を認め合う講座 45事業

③青少年の居場所づくり 56事業

④地域団体との協働事業 224事業

⑤現代的・地域的課題の学び 219事業

⑥学習成果発表 88事業

⑦多世代交流 85事業

⑧こども体験活動 144事業

⑨こどもの文化・芸術活動 67事業

⑩家庭教育に関する学級・講座・交流会 84事業

⑪子育てサロン、親子のフリースペース 18事業

●令和7年度 公民館事業

合計625事業

1人づくり、地域づくりを通した地域コミュニティ活動の活性化への支援 162事業

2家庭における教育力向上の支援 97事業

3青少年の生き抜く力を育む機会の充実 161事業

4高齢者の学習支援や社会参加の促進 36事業

5現代的・社会的課題を探り、問題解決を促す学習機会の提供 137事業

6その他 32事業

●「新潟市教育振興基本計画」基本施策別にみた公民館事業の構成割合
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第2回運営審議会について
•開催時期 10⽉に開催予定
•会場 クロスパルにいがた
•議事「家庭教育について」
•「新潟市教育振興基本計画」と
「新潟市こども計画」が令和7
年度より始まりました。公⺠館
の家庭教育の取組について、検
討します。
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